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第１章 問題の所在 

第１節 はじめに 

本論文の目的は、日本企業の海外でのオープン・イノベーション(Open 

Innovation,以下、OI)の成功要因について定量的に明らかにすることにあ

る。OI とは、Chesbrough(2003)によって一般的に普及した概念であり、企

業がイノベーションの源泉として外部のアイデアや技術を活用するという

現象、または、企業内部の未利用のアイデア、技術が外部で利用される現

象を意味していた。かれは、従来の企業内部でイノベーションを完遂する

クローズド・イノベーション・モデルの論理を覆す侵食要因(erosion 

factors)を提示し、OI の論理を提唱したのである。 

 このようにOIの問題は、社会に幅広く分散するイノベーションの源泉

に起因するものである(Chesbrough and Bogers, 2014)。従来のクローズド・

イノベーション・モデルは、この源泉が企業内部に存在するということを

前提としていたと言える。それに対し、OI・モデルは、その源泉が企業

外部に存在することを仮定する点で対照的なものになっている。このOI

は、組織の競争力やパフォーマンスに影響を及ぼし(Greco et al., 2016; 

Nguyen et al., 2021; Oumlil et al., 2020)、外部パートナーとの知識とリソー

スの共有を伴う協働プロセスであるため、組織変革を伴うことも多い

(Chesbrough and Appleyard, 2007)。OIはイノベーション・マネジメントの

なかでも最も注目されているトピックスであり(Huizingh, 2011)、産業にお

けるイノベーションを理解する新たな概念的枠組みを提供している

(Chesbrough, 2017)。 

 このような観点から、OIに関する既存研究は、主としてOIのポジティ

ブな側面を強調した概念モデルを提示し、それを事例研究によって敷衍す

るというものが多い(e.g. Chesbrough, 2017; Corral de Zubielqui et al., 2019; 

Henttonen and Lehtimäki, 2017; Thanh Liem et al., 2019; Xie et al., 2016)。しか

しながら、OIの限界やその負の側面についての研究は少ない。特に関連

研究の問題点として指摘できるのは、その大半の研究が欧州諸国で実施さ

れたものであり、それ以外の国でのOIの効果については必ずしも明らか

になっていないという点にある。なかでも、それらの研究の大部分がEU

諸国で実施されたものであり、地理的相違がOIの効果にどのような影響

を及ぼしているのかについては必ずしも明らかにされていない。もちろ
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ん、イノベーション自体の地理的相違についての言及した研究は存在して

おり、それらが示すところでは、欧州企業のほうが米国企業よりもイノベ

ーションへの志向性が強く、より多くのイノベーション活動に従事し、優

れた成果に結びつけているという点である(De Jong and Vermeulen, 2006; 

Global Innovation Index, 2021; Wilson et al., 2023)。 

 しかしながら、これらの研究は、主に欧州企業や米国企業をターゲット

にしたものであり、日本企業のOIの成果についての研究はほとんど存在

していない。本論文では、日本企業のOIの成果を規定する要因につい

て、その海外におけるOI活動に着目しつつ定量的に明らかにすることに

ある。本論文で海外でのOIに着目するのは、国内ではまだまだOIの事例

が少なく、少数の事例分析などは可能なものの、定量評価は困難であるか

らだ。それに加え、OIは外部パートナーとの協働プロセスであることを

考慮すると、海外OIのほうが文化的な障壁を考えるとより困難であると

推測される。このような難易度の高いOIを日本企業が成功させるために

どのような要因が鍵となるのかを明らかにしていきたい。 
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第２節 関連研究のレビュー 

第１項 OIと企業のパフォーマンス 

 OIに関する既存の研究の多くは、OIのポジティブな面を強調した概念

モデルの提示やその事例分析を実施したものである(e.g. Chesbrough 2017; 

Corral de Zubielqui et al., 2019; Henttonen and Lehtimäki 2017; Liem et al., 

2019; Xie et al., 2016)。一方で、OIが企業のパフォーマンスに与える影響

について定量的に分析した研究も存在する(Andries and Faems, 2013; Brink, 

2014; Cassiman and Valentini, 2016; Cheng and Huizingh, 2014; Chiang and 

Hung, 2010; Faems et al., 2010; Ho et al., 2016; Huang et al., 2009; Nguyen et al., 

2021; Oumlil et al., 2020; Popa et al., 2017; Stam, 2009)。しかしながら、その

多くは欧州企業を対象としたものであり(Brink, 2014; Cassiman and 

Valentini, 2016; Crema et al., 2014; Ebersberger et al., 2012; Greco et al., 2016; 

Faems et al., 2010; Inauen and Schenker-Wicki, 2011; Parida et al., 2012; Rauter 

et al., 2019)、これらの大部分はOIとパフォーマンスとの正の関係性を報告

しており、OIの有効性を支持する結果となっている。ただし、これらの

研究の発見事実が欧州諸国以外でどの程度まで妥当性が存在するのかにつ

いては必ずしも明らかにされていない。 

 もちろん、いくつかの研究では欧州諸国以外の企業を対象としたものも

存在する(Rauter et al., 2019; Asakawa et al., 2010; Ebersberger et al., 2012; 

Jugend et al., 2018; Parida et al., 2012,Inauen and Schenker-Wicki, 2011)。しか

しながら、複数の国を跨ぐグローバルなOI活動についての研究はほとん

ど存在していない。 

 一方、OIの負の側面(Stefan et al., 2022)については、近年の研究でいくつ

か見られるようになってきている。たとえば、オープン化の程度(level of 

openness)(Grimaldi et al., 2021)、従業員のOIへの態度(employee 

readiness)(Natalicchio et al., 2018)、統合(Gurca et al., 2021)、コンフリクトの

リスクや自己顕示欲(Malhotra et al., 2017)、相手との知識格差(Torres de 

Oliveira et al., 2021)などの課題がOIにマイナスの影響を及ぼす可能性が指

摘されている。 

 このようにOIに関する既存研究では、その多くが事例研究であり、欧

州企業を対象とし、OIのポジティブな側面を強調したものである。もち

ろん、欧州諸国以外での研究や、実証分析、OIのネガティブな側面を分

析した研究も存在する。本論文は、後者の流れに属するものであり、日本
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企業を対象とし、その海外OIと成果との関係性を明らかにすることによ

り、OIのポジティブな側面のみならず、その効力の規定要因を明らかに

することにより、OIの限界についても同時に明らかにしてく。 
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第２項 その他の関連研究 

 このようにOIに関する先行研究の多くはOIと企業のパフォーマンスと

の関係性に関するものである。しかし、近年の研究動向では、それ以外に

も多岐にわたってきている。具体的には、①オープン・イノベーション活

動の種類や類型に関する研究(e.g.Gassmann and Enkel, 2004; Dahlander and 

Gann,2010)、②両利き経営との適合性に関する研究(e.g. Belderbos et al., 

2010; Hoang and Rothaermel, 2010)、③OIと組織特性との関係性に関する研

究(e.g. Huang and Rice, 2009; Salge et al., 2012)、④イノベーション仲介者に

着目した研究(e.g. Sieg et al., 2010; Agogue et al., 2013)などである。 

 ただし、本論文ではこれらの各論ではなく、まずはOIの企業のパフォ

ーマンスへの影響について、海外OIという視点から検討していくことに

したい。 
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第３節 OIとは 

第１項 OIの定義 

 OIとは、イノベーションの源泉の一部を組織外部に求めていく活動の

ことを意味する。しかし、OIを明らかにするためには、技術、技術変

化、イノベーションについて明確にしておく必要がある。 

 一般的に、技術とは投入要素とアウトプットを媒介する道具、設備、知

識などの総称として定義することができる(Rosenberg, 1972)。技術変化な

いしは技術革新とは、このような投入要素とアウトプットとの関係がより

効率的なものへと変化する場合を指し、経済学的に言えば生産関数のシフ

トとして定義される(Schumpeter, 1934)。それに対し、イノベーションと

は、この技術革新が事業化・製品化され、上市されたものを指す。したが

って、OIは生産関数のシフト、事業化・製品化、上市というプロセスを

含むものであり、クローズド・イノベーションとの違いは、特に技術革新

の段階においてそのアイデア、技術の源泉の一部を外部の組織に求めると

いう点にある。 

Von Hippel(1986)によると、科学機器、産業財などの領域では、イノベ

ーションの源泉のかなりの部分がリードユーザーに求められるという。し

たがって、これらの領域では、OIが提唱されるよりも以前から、OIに取

り組まざるを得なかったということになる。しかし、OIがHippelのリード

ユーザー論と異なるのは、イノベーションの源泉は必ずしもリードユーザ

ーではなく、同業他社や供給業者、研究機関など幅広い相手がパートナー

の候補となり得るという点にある。その意味では、OIはリードユーザー

論を一般化したモデルと捉えることもできる。OIのよりフォーマルな定

義は「意図的な知識の流入と流出」(purposive inflows and outflows of 

knowledge)(Chesbrough, 2006a)であり、企業の境界を越えて外部の知識を

活用するイノベーション・モデルということになる。 

ここで鍵となるのが「意図的」という部分であり、この点で経済学にお

けるイノベーションのスピルオーバー理論とは一線を画すことになる1。

というのも、スピルオーバーとは外部性であり、経済学では企業によりコ

ントロールできないものとして捉えられているからである。少なくとも、

外部性を吸収する吸収能力(Cohen and Levinthal, 1990)をいかにして確保す

 
1 たとえば、古典的な研究としては Arrow(1962) がある。 
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るのかについての議論は存在しない。たとえば、Rosenberg(2010)は企業が

基礎研究を実施する理由の一つとして、外部の知識・技術を評価する能力

を高めることを指摘している。しかし、基礎研究を通じて具体的にどのよ

うに評価能力が高められるのかという詳細については語られていない。一

方、OIでは、このようなスピルオーバーの便益を享受し、イノベーショ

ンの成果へと結び付けていくためのマネジメントを重視している点で一線

を画していると言えるだろう。このような観点から、Chesbrough and 

Bogers(2014)はOIを「組織のビジネスモデルに沿った金銭的・非金銭的メ

カニズムを用いて、組織の境界を越えて意図的にマネジメントされた知識

の流れに基づく分散型イノベーション・プロセス」(a distributed innovation 

process based on purposively managed knowledge flows across organizational 

boundaries, using pecuniary and non-pecuniary mechanisms in line with the 

organization’s business model)として再定義している(Chesbrough and Bogers, 

2014, p. 17)。 

この OI の定義に対し、Trott and Hartmann(2009)は OI の概念、特に、OI

とクローズド・イノベーションという二分法に対する疑問を呈している。

というのも、完全なクローズド・イノベーション・モデルというのはいま

だかつて存在しておらず、以前から研究開発活動は程度の差こそあれ常に

オープンであり、決して外部に対して閉じたものではなかったからだ。し

たがって、OI とは先行研究の知見を言い換えただけの言葉遊びにすぎな

いというのである。この批判に対し、Chesbrough and Bogers(2014)は OI の

概念は完全に新しいものではなく、包摂的なものであり、それによって多

様な視点を新たに統合できる点があると主張した。つまり、OI という概

念の意義は、概念的新規性にあるのではなく、視点の新規性にあるという

ことになる。 

Mowery(2009)は、オープン・イノベーションが 19 世紀後半から 20 世

紀初頭にかけての米国での研究開発活動で常に観察されるものであり、過

去のイノベーション・アプローチとほぼ同じものであると批判している。

それに対して Chesbrough and Bogers(2014)は、その当時と比較して、現在

はイノベーションを取り巻く環境が激変していることを指摘している。

Mowery(2009)の議論には、労働者流動性の増大、産学官連携の活発、イ

ンターネットの普及など、クローズド・イノベーション・モデルの「侵食

要因」が無視されている。OI はこれらの「侵食要因」を背景にして提唱
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されたものであり、その点で過去のイノベーション・アプローチと根本的

な違いがあるというのである(Chesbrough and Bogers, 2014)。 

このように OI の定義をめぐりいくつかの批判があるのは事実である。

特に、Trott and Hartmann(2009)が指摘するように、完全なるクローズド・

イノベーション・モデルというのは存在しておらず、先行研究の大半で

は、このようなモデルを前提にしているとは言い難い。しかしながら、

「知識の流入・流出のマネジメント」という OI の分析視点は実務的にも

学術的にも有益であり、そこから新たな理論的モデルが構築される可能性

は否定できないだろう。 
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第２項 OIのタイプ 

以上の定義から明らかなように、OI は企業の境界を越えて知識を意図

的に流入・流出する活動である。この流れはさらに次の３つに分類するこ

とができる(Gassmann and Enkel, 2004; Chesbrough and Bogers, 2014)。 

 

① インバウンド(アウトサイド・イン)型 

② アウトバウンド(インサイド・アウト)型 

③ カップルド(coupled)型 

 

インバウンド型 OI は、企業外部から知識が流入していくタイプの OI

であり、イノベーションの源泉を外部に求めるものである。そのためのメ

カニズムとして、具体的には、知的財産のライセンシング、大学との共同

研究、スタートアップ企業への出資、クラウドソーシングなどが指摘され

ている(Chesbrough and Bogers, 2014)。 

アウトバウンド型 OI とは、企業内部で十分活用できてない知識・技術

の外部での活用を促すものであり、イノベーションの源泉を外部に提供し

ようとする活動である。それを促進するメカニズムとしては、知的財産と

技術のライセンシング、知的財産と技術の無料公開、CVC、インキュベ

ーター、ジョイントベンチャー、アライアンスなどがある(Chesbrough, 

2003; Chesbrough, 2006b; Chesbrough and Garman, 2009; Dahlander and Gann, 

2010)。先行研究や実務では、インバウンド型 OI に多くの関心が払われて

おり、このアウトバウンド型 OI についてはあまり理解されていないのが

実情である(Chesbrough and Bogers, 2014)。 

最後に、カップルド型 OI とは、これらのインバウンド型、アウトバウ

ンド型を組み合わせて実施するものである。つまり、外部のパートナーと

知識のやり取りを双方向的に実施していくということであり、そのメカニ

ズムは、インバウンド型、アウトバウンド型で提示したものが活用され

る。しかし、外部パートナーとの相互作用を管理するという観点からする

と、戦略的アライアンス、ジョイントベンチャー、ネットワーク、エコシ

ステムなど補完的なプラットフォームを構築することが重要になるだろう

(Chesbrough and Bogers, 2014)。 

West and Bogers(2014)は OI に関する 165 本の論文をレビューし、その

うち 118 本がインバウンド型 OI、50 本がアウトバウンド型、70 本がカッ
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プルド型に関する研究であったことを報告している2。全体的な傾向とし

ては、インバウンド型を取り上げた研究が多く、３つのタイプの OI を同

時に分析している研究はほとんど存在していない。それに対し、本論文で

は、第２章でメタ分析を実施し、これら３つのタイプの OI が企業のパフ

ォーマンスにどのような影響を及ぼしているのかを分析する。 

 

  

 
2 同じ論文が複数の OI タイプを取り上げている場合があるため、これらの合計の論文数とサンプ

ルである 165 本の論文数とは一致していない。 
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第３項 OIのマネジメント 

 OI とは企業による知識の流入・流出に関する意図的なマネジメントで

あり、このようなマネジメントは具体的にはプロジェクトという形をとる

ことが多いと考えられる。このような観点から、Lappalainen et al.(2023)

は、OI プロジェクトマネジメントの枠組みについて整理している。この

研究によると、マネジメントの対象領域として、知識共有(knowledge 

sharing)、オープン化(openness)、アクター(actors)、成果(results)のマネジメ

ントに分類される。 

 知識共有のマネジメントにおいては、パートナー間での共有言語を確立

し、ポジティブな知識フローを促進すると同時にネガティブな知識フロー

を抑制することが求められる。オープン化においては、多くの多様なパー

トナーと深いレベルで協働していくことがポイントとなり、そこではコン

トロールと自律性のバランスを管理していくことが求められる。適切なガ

バナンスは、不確実性や複雑性、必要な情報の偏在性などに依存し、関係

的ガバナンス構造が重要な役割を果たす。アクターにおいては、理想的な

パートナーは補完的な能力を相手が保有していることであり、信頼性の重

要な要素になる。そのため、過去に協働した経験があることは重要な要因

になる。成果のマネジメントについては、まずは目標を初期の段階で明確

化し、合意することが求められる。そのうえでプロジェクトの成果は関与

するパートナー全員にとって価値のあるものでなければならない。 

 これらのマネジメントはきわめて複雑なものであり、矛盾する諸力のバ

ランスをとり、不確実性に対処し、補完性を十分に発揮できるようにしな

ければならない。OI プロジェクトマネジメントに関する研究はまだ緒に

ついたばかりであり、本研究におけるレビューでは、この Lappalainen et 

al.(2023)のみであった。しかし、この研究も概念的な整理を行っているに

すぎず、実証分析を通じて上記の主張がなされているわけではない。おそ

らく、３つの OI タイプによって、マネジメント上の課題もかなり異なっ

たものになることが予想される。OI が企業のパフォーマンスに及ぼす影

響を考察する場合、このようなマネジメント上の課題を考慮に入れる必要

があるだろう。 
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第４節 本論文における問題の所在 

 以上でレビューした OI の先行研究の問題点として指摘できるのは、そ

の多くが事例研究であり、欧州企業を対象とし、OI のポジティブな側面

を強調したものであるという点にある。しかし、すでに指摘したように、

欧州諸国以外での研究や、実証分析、OI のネガティブな側面を分析した

研究も存在する。しかしながら、後者においても、海外 OI を対象とした

研究はほとんど存在しない。 

 このことは、イノベーションのグローバル展開が進展している現状から

すると、非常に驚くべきことである。グローバルに事業展開している企業

の多くは、グローバル・イノベーション・ネットワークを構築している

(Liu et al., 2013)。グローバル・イノベーション・ネットワークとは、地理

的な境界を越えて分散しているエンジニアリング、製品開発、研究活動を

統合するシステムのことである(Ernst, 2009)。たとえば、トヨタ自動車は

2008 年に北米における Toyota Motor Engineering & Manufacturing North 

America, Inc.に北米先端研究所を設立し、最初の４年間で約１億ドルの予

算を投下している3。パナソニックグループは日本以外にも、北米、欧

州、アジアにおいて、各地域の人材や技術を活かした研究開発体制を構築

し、世界最適地での製品・技術開発を目指している4。このようなグロー

バル・イノベーション・ネットワークは、多くのグローバル企業に共通し

て見られる仕組みとなりつつある。 

さらに、産業クラスターのレベルにおいても、グローバル・イノベーシ

ョン・ネットワークを構築し、研究開発の拠点として新たな役割を果たし

ているケースがある(Turkina et al., 2016; Li and Bathelt, 2018)。たとえば、

一般社団法人日欧産業協力センターは、日本と欧州の産業クラスター間の

交流をサポートし、自発的なネットワークの形成や知識フローの増大を促

進している5。 

このグローバル・イノベーション・ネットワークは、OI と排他的では

ないが異なる概念である(近藤, 2023)。というのも、OI の場合は連携先が

 
3 トヨタホームページ「トヨタ自動車、北米に先端研究所を設立」

https://global.toyota/jp/detail/1871856(2023 年 12 月検索)。 
4 パナソニックホームページ「研究開発体制」

https://holdings.panasonic/jp/corporate/technology/organization.html(2023 年 12 月検索)。 
5 一般社団法人日欧産業協力センターホームページ「イベント/セミナー」 

https://www.eu-japan.eu/ja/events-eu-japan-centre(2023 年 12 月検索)。 
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外部の企業や機関となるのに対し、グローバル・イノベーション・ネット

ワークの連携先の多くは海外の姉妹企業であり企業グループ内となるから

だ。しかしながら、グローバル・イノベーション・ネットワークという概

念は、企業外部の組織との連携を排除するわけではなく、海外 OI の場合

もグローバル・イノベーション・ネットワークに含まれる。また、連携先

が海外の姉妹企業であったとしても、言葉や文化、法律、慣習が異なるた

め、依然としてバウンダリー・マネジメントは必要になる。もちろん、グ

ループ内企業のほうがこのマネジメントは容易であることが多いかもしれ

ない。しかし、国内 OI と比較して、グローバル・イノベーション・ネッ

トワークにおけるバウンダリー・マネジメントのほうが容易であるとは必

ずしも言えないのではないだろうか。 

つまり、グローバル・イノベーション・ネットワークと OI とは親和的

であり、前者の進展は必然的に OI を促進するものと考えられる。そうで

あるならば、海外 OI は今後ますます重要になってくるように考えられ

る。したがって、グローバル・イノベーション・ネットワークと OI との

重複部分こそ研究開発のグローバル化においてきわめて重要な課題になる

だろう(図１－１参照)。イノベーションの源泉を海外の姉妹企業のみに限

定するのではなく、外部の企業・機関にまで拡張していくことは、

Lappalainen et al.(2023)の提案するマネジメント上の課題である知識共有、

オープン化を推進し、多様なアクターを取り込み、イノベーションの確率

を向上することにつながるからである。 

 したがって、本論文で取り上げる研究上の問題とは、海外 OI の財務・

技術パフォーマンスの規定要因を定量的に明らかにすることである。それ

により、先行研究で見過ごされてきた OI の限界、なかでも地理的相違に

よる影響やそれによって生じるバウンダリー・マネジメントについても検

討していくことにしたい。 
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図１－１ グローバル・イノベーションとオープン・イノベーション 
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第５節 本論文の構成 

 本論文の構成は以下の通りである。第２章では、OI タイプや国、業

種、企業規模などが OI の有効性(企業のパフォーマンスに与える影響)に

どのように影響しているのかについて、メタ分析を通じて定量的に分析す

る。OI タイプ、国、業種、企業規模を取り上げているのは、先行研究に

おいて、これらの変数に関して異なった結果が報告されているからであ

る。たとえば、先進国と開発途上国とでは、OI の有効性に関する結果が

対照的になっているものも見られる(Tsai et al., 2022; Chen and Yu, 2022; 

Filiou, 2021)。したがって、どちらの結果が少なくとも体系的な先行研究

のなかでは統計的に有意であるかを確認しておくことは重要である。第２

章では、OI に関する先行研究の結果を確認し、OI の有効性を規定する要

因を明らかにする。第３章では、海外 OI が企業の技術パフォーマンスに

与える影響について定量的に分析し、第２章で確認した要因、なかでも企

業規模がここでどのような影響を及ぼしているのかについても併せて検討

していく。第４章では、第２章、第３章での分析結果を要約し、研究の意

義やインプリケーション、研究上の限界について議論する。 
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第２章 OIと企業のパフォーマンス 

第１節 はじめに 

 企業が持続的競争優位を構築するためには、イノベーションへの積極的

な取り組みが必要であり、なかでも OI が鍵となると指摘が散見されるよ

うになってきている(Dahlander and Wallin, 2020; Burwood-Taylor, 2023)。実

際、イノベーション志向性が高い企業は、競合他社を凌駕し、競争優位を

確立し、高いパフォーマンスを獲得していることが示されている(Dabić et 

al., 2018; Hogan and Coote, 2014; Pscheidt-Gieseler et al., 2018; Rosenbusch et 

al., 2011)。このイノベーションを遂行するに際し、OI に取り組むことは

その効率性を高めることが期待される。というのも、OI はイノベーショ

ンの源泉を組織内部のみならず、外部に積極的に求めていくことになるか

らであり、当然ながらそれはイノベーションの確率を高めることにつなが

り得る(Greco et al., 2016; Nguyen et al., 2021; Oumlil et al., 2020)。したがっ

て、企業の持続的競争優位の確立のためには、OI に積極的に取り組みこ

とが必要であると主張することができるだろう。 

 このような観点から、OI と企業のパフォーマンスを検討した先行研究

も多く蓄積されるようになっている。しかしながら、第１章でもレビュー

したように、その多くは欧州の企業を対象としたものであり(Brink, 2014; 

Cassiman and Valentini, 2016; Crema et al., 2014; Ebersberger et al., 2012; Greco 

et al., 2016; Faems et al., 2010; Inauen and Schenker-Wicki, 2011; Parida et al., 

2012; Rauter et al., 2019)、その他の地域における OI の有効性(すなわち、

企業のパフォーマンスに及ぼす影響)についてはごく少数の実証研究が見

られるにすぎない(Rauter et al., 2019; Asakawa et al., 2010; Ebersberger et al., 

2012; Jugend et al., 2018; Parida et al., 2012,Inauen and Schenker-Wicki, 

2011)。 

 このように OI のポジティブな側面に着目した研究が圧倒的に多いなか

で、最近の研究では、その負の側面(Stefan et al., 2022)の分析を試みたもの

も存在する。具体的には、オープン化の程度(level of openness)(Grimaldi et 

al., 2021)、従業員の OI への態度(employee readiness)(Natalicchio et al., 

2018)、統合(Gurca et al., 2021)、コンフリクトのリスクや自己顕示欲

(Malhotra et al., 2017)、相手との知識格差(Torres de Oliveira et al., 2021)など

の要因が OI の効果を限定する可能性が指摘されている。 
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しかしながら、これらの研究は必ずしも実証分析を経たものではなく、

文献調査や概念的議論、事例分析によって指摘されているものも少なくな

い。少なくとも、OI の有効性を規定する要因について、体系的に定量分

析したものはほとんど存在していない。なかでも、第１章で言及した OI

の３つのタイプ、すなわち、アウトバウンド型、インバウンド型、カップ

ルド型は OI の類型としてほぼ定着しているにも関わらず、大部分の研究

はアウトバウンド型 OI の分析に終始しており、これらの異なるタイプの

有効性について同時に検討した先行研究はほとんど存在していない

(Mazzola et al., 2016)。 

本章の目的は、OI の有効性の限界について、OI タイプを中心に、国、

業種、企業規模ごとにその企業の財務的・技術的パフォーマンスに及ぼす

効果についてメタ分析を通じて定量的に明らかにしていくことにある。本

研究において OI タイプ以外に国、業種、企業規模という変数を取り上げ

るのは、先行研究において、たとえば調査対象となる地域によって異なっ

た結果が報告されているからである。これは業種、企業規模においても同

様であり、本研究で体系的に抽出した関連文献において、これらの対照的

な結果のなかで、どちらが統計的に有意であるかを確認しておくことは重

要であると考えられる。換言すると、先行研究における定型化された事実

(stylized facts)を確立することが本章の目的であり、この目的を達成するた

めには、本章で用いるメタ分析が有効である。 

このような包括的な分析を通じて、OI 研究における最近の関心、すな

わち、OI の負の側面を明らかにすることができると考えられる。この負

の側面が明らかになれば、その要因を適切にコントロールすることによ

り、逆に OI の有効性を高めていくことができるだろう。本章の貢献の一

つは、OI の有効性を規定する要因を明らかにすることで、OI のポジティ

ブな側面を単純に取り上げるのではなく、その負の側面も同時に検討する

ことで、前者の効果を引き出すための条件を明らかにすることにある。 

 

  



 18 

第２節 方法 

第１項 分析対象 

Cooper(2009)によると、メタ分析の一般的な手順は 7 段階モデルとな

り、それらは、問題の定式化、文献検索、研究からの情報収集、研究の質

の評価、研究結果の分析と集積、結果の解釈、エビデンスの解釈、結果の

公表、から構成される。このようなモデルを踏まえ、本研究では図２－１

に示される手順でメタ分析を実施した。 

まず、本章の目的は、OI の有効性について、OI タイプ、国、業種、企

業規模の影響を検討していくことにある。このような観点から、分析対象

となる文献を次のような手順で抽出した。最初に、分析対象となる文献の

検索手段として、Web of Science を用い、2003 年から 2023 年までの OI に

関する文献を検索した。検索では、“finance performance”、“financial 

performance”、“innovation performance”、“firm performance”、“finance 

benefit”、“financial benefit”、“innovation benefit”、“firm benefit”のいずれか

を含み、また“open innovation”、“innovation openness”、“openness in 

innovation”、“openness of innovation”の組み合わせを検索語として使用し

た。その結果、707 本の文献が検出された。 

次に、これらの文献の内容を検討し、①実証研究が含まれている、②

OI の企業のパフォーマンスへの影響が検討されている、という条件を課

し、141 本の文献を抽出した。さらに、③内容的に重複した複数の文献が

ない、④メタ分析で計算可能なデータが含まれている、という条件から最

終的には 72 本の文献に絞り込まれた。このなかで④のメタ分析で計算可

能なデータが含まれている、という基準は、具体的には、OI と企業のパ

フォーマンスに関する変数が実証分析において使用されており、サンプル

サイズと各変数間の相関係数が報告されているということである。これら

の文献から得られた効果量のサンプル数は、277 件となった(図２−１参

考)。 
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図２－１ メタ分析の手順 
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第２項 変数 

 以上で抽出した文献の内容を精査し、OI の企業のパフォーマンスへ及

ぼす影響について異なった結果が得られているケースに着目し、その結

果、OI タイプ、国、業種、企業規模の要因が OI 有効性の差別化要因にな

っていることが明らかになった。メタ分析を通じて、このような矛盾する

結果のうち、どちらが抽出した文献のなかでは一般的であり、かつ統計的

に有意であるかを確認することは重要である。以下では、これらの変数に

ついて説明する。 

 

（１）OI のタイプ 

 第１章で指摘したように、OI のタイプとしてアウトバウンド型、イ

ンバウンド型、カップルド型の３つのタイプが提案されており、現在では

その類型がほぼ定着しているように考えられる(Gassmann and Enkel, 2004; 

Chesbrough and Bogers, 2014)。 

インバウンド型 OI は、企業外部から知識が流入していくタイプの OI

であり、アウトバウンド型 OI とは、企業内部で十分活用できてない知

識・技術の外部での活用を促すものである。カップルド型 OI は、これら

のインバウンド型、アウトバウンド型を組み合わせであり、外部のパート

ナーとの双方的関係性を意味する。本研究では、これらのタイプの違いを

識別し、企業のパフォーマンスへの各々の影響を検討する。 

 

（２）企業のパフォーマンス 

 先行研究では企業のパフォーマンスの指標として大きく分けて２種類の

ものが使用されている。一つは、特許出願件数や新製品開発数などで測定

される技術パフォーマンスであり、もう一つは、Tobin の Q や ROIC、株

価などで測定される財務パフォーマンスである。後者については、上場企

業以外の場合は質問紙調査を通じてリッカード尺度で測定されているもの

もある(eg. Liao et al., 2020)。これは客観的な数値データではなく、市場成

長率や収益性など複数の項目で競合よりも優れているかどうかをリッカー

ド尺度で評価したものであり、主観性がある反面、複数の財務パフォーマ

ンスを統合的に捉えているとも言える。以下では、財務パフォーマンスの

うち客観的指標に基づくものを客観的財務パフォーマンス、主観的尺度に

もとづくものを主観的財務パフォーマンスと呼ぶことにする。 



 21 

大半の研究では OI とこれらのパフォーマンスとの関係はポジティブな

ものであるが、一部、ネガティブな関係を報告している研究も存在する

(Muñoz-Bullón et al., 2020)。メタ分析を通じて、このような相反する結果

が全体的にはどのような傾向になっているのかを明らかにすることは重要

であると考えられる。 

 

（３）国 

 先行研究において、OI のタイプおよび企業パフォーマンスが同じ指標

を使っていたとしても、調査対象企業が活動している地域の影響も無視す

ることはできない。上述のように多くの先行研究は欧州企業を対象として

いるが、その他の地域では結果が異なる可能性は排除できない。たとえ

ば、ベトナムや中国などの開発途上国の企業を調査対象とした研究では、

OI と企業パフォーマンスとの間に強い正の相関性が確認された(Tsai et al., 

2022; Chen and Yu, 2022)のに対し、先進国の企業を対象とする研究では、

弱い正の関係または負の関係が報告されている(Filiou, 2021)。このような

異なった結果について、メタ分析を通じて先行研究では全体的な傾向とし

てどのようなことが主張できるのかを確認しておくことは重要である。 

 

（４）業種 

 先行研究では、知識集約型産業と労働集約型産業を比較する研究が存在

している(Cainelli et al., 2020)。Filiou(2021)は知識集約型産業では OI とイ

ノベーション・パフォーマンスとの負の関係が見られると主張する一方、

Flor(2018)の労働集約型産業を調査対象とした研究では、両者の間に正の

関係性が報告されている。したがって、業種による影響も OI の有効性に

関して無視できないものになっている。 

 

（５）企業規模 

 企業規模は OI 研究でも注目されることが多く、その重要性はしばしば

指摘されている(Kim and Park, 2010)。既存研究の多くは大企業を主な研究

対象として OI の有効性を検討しているのに対し(Lichtenthaler, 2009)、近

年では中小企業(small medium enterprise, SME)を対象とした研究において

も、OI と企業パフォーマンスとの間に強い正の関係性があることが報告

されているが(Seo and Park, 2022)、一部、それとは矛盾する結果も報告さ
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れている(Kim and Park, 2010; Yun et al., 2018)。先行研究のなかで中小企業

でも OI が有効であることが確認できれば、中小企業経営に対しても実務

的インプリケーションをもつと考えられる(Chesbrough, 2010)。 
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第３項 データ分析 

 以上の方法で抽出された文献から本研究ではメタ分析を実施した。メタ

分析で算出される効果量にはさまざまな種類が存在する。そのなかでも、

①標準化された平均値差、②オッズ比、③積率相関係数(相関係数)が使用

されることが多い(山田・井上, 2012)。本研究では、社会科学領域で利用

されることが多いピアソン相関係数を効果量とし、フィッシャーの Z 変

換を行った。 

効果量𝐹𝑖𝑠ℎ𝑒𝑟′𝑠 𝑍       𝑧 = 0.5 × 𝑙 𝑛 (
1 + 𝑟

1 − 𝑟
)  , 

分散𝐹𝑖𝑠ℎ𝑒𝑟′𝑠 𝑍                              𝑉𝑧 =
1

𝑛 − 3
 . 

ここに r は効果量、Vrはその分散を指す。 

次に、均質性検定を行い、すべての変数において、I2値は 50%を上回

り、高い異質性が見られた。したがって、変量効果モデルにもとづいてメ

タ分析を実施した。なお、このメタ分析では、R(バージョンは 4.2.1)の

「meta」packages を利用した。 
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表２－１ メタ分析の結果 

  抽出数 相関係数 95%信頼区間 均質性検定 I2 

全体 227 0.24** 0.21~0.27 12396.03** 98.20% 
 

0I タイプ 135 0.22** 0.19~0.26 2380.26** 94.40% 
 

 

 インバウンド型 71 0.24** 0.19~0.28 1177.10** 94.10%  

 アウトバウンド

型 
44 0.18** 0.13~0.24 571.23** 92.50%  

 カップルド型 20 0.25** 0.14~0.35 272.66** 93.00%  

パフォーマンス 224 0.24** 0.21~0.27 12390.90** 98.20% 
 

  

 技術 137 0.25** 0.20~0.30 10030.62** 98.60%  

 財務(客観的) 47 0.16** 0.11~0.21 692.71** 93.40%  

 財務(主観的) 40 0.29** 0.23~0.35 512.82** 92.40%  

国 180 0.26** 0.22~0.29 9030.15** 98.00% 
 

 

 途上国 84 0.35** 0.28~0.41 6221.75** 98.70%  

 先進国 96 0.18** 0.14~0.21 1456.47** 93.50%  

業種 143 0.23** 0.18~0.28 8989.38** 98.40% 
 

 

 労働集約型 69 0.30** 0.22~0.38 7076.23** 99.00%  

 知識集約型 74 0.16** 0.12~0.21 900.96** 91.90%  

企業規模 77 0.25** 0.20~0.29 975.77** 92.20% 
 

 

 中小企業 41 0.30** 0.23~0.37 816.23** 95.10%  

 大企業 36 0.18** 0.12~0.24 159.50** 78.10%  

**p < .01 , *p < .05. 

注：相関係数は Z 変換後の数値を示す。 
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第３節 結果 

以上で記述した手続きにしたがって実施したメタ分析の結果は表２－１

に示されている。この表の相関係数が意味するのは、各変数(OI タイプ、

パフォーマンス、国、業種、企業規模)を使用した先行研究において、OI

と企業パフォーマンスとの間にどのような関係があるかということであ

る。たとえば、インバウンド型では、このタイプの OI と企業のパフォー

マンスとの関係を検討した 71 件の先行研究を対象として、両者の相関関

係を示している。あるいは技術パフォーマンスの変数では、137 件の先行

研究でこの指標が使われており、これらの研究を対象とした OI と技術パ

フォーマンスとの相関関係を表している。 

この表から明らかなように、すべての変数において相関係数は 99%信

頼区間に 0 を含まず、1%水準で有意な関係になっている。このことから

今回、対象となった関連文献においては、OI タイプ、パフォーマンスの

種類、国、業種、企業規模にかかわらず、OI が企業のパフォーマンスと

正の相関関係にあることが明らかになった。 

このようにここで取り上げた変数ではすべて OI の有効性を示している

ものの、有効性の強弱については相違がある可能性がある。この点を明ら

かにするために、各変数のサブカテゴリーごとに OI パフォーマンスの有

効性の違いについて比較した結果が表２－２である。 
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表２－２ サブカテゴリー間の比較 

基準群 比較群 
比較群推定値の

増加 
95%信頼区間 

インバウンド型 アウトバウンド型 -0.05 -0.13~0.02 

インバウンド型 カップルド型 0.01 -0.10~0.12 

アウトバウンド型 カップルド型 0.06 -0.05~0.18 

技術パフォーマンス 
客観的財務パフォーマ

ンス 
-0.08 -0.18~0.01 

技術パフォーマンス 
主観的財務パフォーマ

ンス 
0.05 -0.05~0.15 

客観的財務パフォーマ

ンス 

主観的財務パフォーマ

ンス 
0.13** 0.05~0.22 

途上国 先進国 -0.18** -0.26~-0.11 

労働集約型 知識集約型 -0.15** -0.24~-0.05 

中小企業 大企業 -0.13* -0.23~-0.03 

**p < .01 , *p < .05. 

 

たとえば、この表の最初の行であるインバウンド型の箇所では、インバ

ウンド型とアウトバウンド型で OI の有効性にどの程度の相違があるのか

を示している。ここではアウトバウンド型のほうが OI の有効性を示す相

関係数は 0.05 低下しておりことがわかる。すなわち、インバウンド型の

ほうが高い OI 有効性を示唆している。ただし、この差は統計的には有意

ではないため、両者の間で OI 有効性に顕著な違いが見られないことがわ

かる。 

 この表で相関係数の有意な差を示しているのは客観的財務的パフォーマ

ンスと主観的財務パフォーマンス、途上国と先進国、労働集約型と知識集

約型、中小企業と大企業の組み合わせである。ここから読み取れるのは、

主観的財務パフォーマンス(客観的財務パフォーマンスに対し)、途上国(先

進国に対し)、労働集約型産業(知識集約型に対し)、中小企業(大企業に対

し)においてより高い OI 有効性が確認できる。全体的な傾向として、あら

ゆる状況において OI 有効性は確認できるものの、そのなかでも途上国、
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労働集約型産業、中小企業、企業パフォーマンスにおいて顕著な OI 有効

性が存在しているのである。 
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第４節 考察 

本章の目的は、OI の有効性に関する関連文献を対象とし、その有効性

のみならず、OI タイプ、国、業種、企業規模によって違いが見られるの

かどうかについて検討することにあった。これらの変数は、部分的に矛盾

する結果が報告されているため、先行研究における全体的な傾向を明らか

にすることは重要である。それにより、OI の有効性を規定する要因につ

いて、先行研究のなかでの定型化された事実を確定することが可能にな

る。 

このような目的から本章ではメタ分析を実施し、以下の点が明らかにな

った。第１に、全体の傾向として、OI の有効性はポジティブであるとい

うこと、第２に、部分的に矛盾が見られた OI タイプ、国、業種、企業規

模に関しても、OI はすべて有効であり、しかも 1%以下の強い有意性が見

られたということである。第３に、このような結果を受けて各変数のサブ

カテゴリー間の差の検定を行い、主観的財務パフォーマンス、途上国、労

働集約型産業、中小企業においてより高い OI 有効性が明らかになった。

これらの結果が示唆するのは、OI の有効性は非常にロバストであり、そ

の意味では先行研究で OI のポジティブな側面のみを強調するものが多か

ったのもある意味では正当化できるということである。 

しかしながら、本章のメタ分析にも限界があり、その影響を考慮に入れ

る必要がある。本研究では、OI に関する関連文献を可能なかぎり客観的

かつ体系的に抽出したが、にもかかわらず標本選択バイアスの可能性は否

定し切れない。というのは、そもそも OI の有効性が確認できない実証分

析は論文としての魅力が欠け、出版されない可能性があるからだ。特に、

OI の有効性を確認することが関連研究における１つの約束事になってい

るようにも感じられる。そのため、そうでない結果が出た場合、論文とし

ての執筆が断念されてきた場合もあるのではないかと想像される。そうで

あるならば、関連文献のメタ分析において、OI の強い有効性が確認でき

たことは当然のことであるかもしれない。本章の結果の限界として、この

ような標本選択バイアスの可能性をここで明記しておきたい。 

このような潜在的な限界はあるものの、OI 有効性が先行研究の一般的

な結論であることが確認できたことは意義のあることだと考えられる。と

いうのも、OI の有効性に対する懐疑的な議論もいくつか存在するからで

ある(Mowery, 2009; Trott and Hartmann, 2009)。いくつかの矛盾する結果が
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存在するものの、少なくとも先行研究においては、OI の有効性は強く支

持されている。したがって、OI の有効性を前提としたうえで、その有効

性を規定する要因についてさらに検討してく必要があるだろう。 

この点に関心、本章では OI 有効性について矛盾を生み出す変数に関

し、そのサブカテゴリー間での差の検定を行い、主観的財務パフォーマン

ス、途上国、労働集約型産業、中小企業というカテゴリーに有意性が見ら

れたことは注目に値する。もちろん、比較対象となったサブカテゴリーに

おいても OI の有効性は確認できている。しかし、それらと比較しても OI

の有効性が際立っているという結果は、OI のマネジメントについていく

つかの示唆を与えるものである。 

第１に、主観的財務パフォーマンスが客観的財務パフォーマンスよりも

高い OI 有効性を示したということは、OI の有効性に対する高い期待を反

映していると考えられる。これは複数の財務的指標について主観的に評価

したものであり、当然ながら客観的数値と比較して恣意性、正確性に欠け

るところは否定できない。しかしながら、主観性を反映しているとすれ

ば、それは OI に対する高い期待値から業績を高く評価する傾向があった

とも考えられる。もし、OI があまり成果を出していないとすれば、当然

ながらこの期待値は低く訂正され、主観的財務パフォーマンスの低く評価

される可能性がある。さらに、主観的財務パフォーマンスが用いられる背

景として、その対象企業が上場企業ではなく、財務データが公表されてい

ないという事情がある。つまり、非上場企業であり、その多くは中小企業

である。したがって、主観的財務パフォーマンスを使用しているといこと

で対象企業は中小企業が多く含まれている可能性を指摘することができる

だろう6。 

第２に、中小企業における OI の有効性が大企業よりも大きいという結

果は、この解釈と整合的である。このことが示唆するのは、OI は大企

業、中小企業を問わずに有効であるけれども中小企業のほうがより高いパ

フォーマンスにつながる可能性が高いということである。おそらく、この

結果は、中小企業が内部に保有するリソースが大企業と比較して限定され

 
6 それに加え、主観的財務パフォーマンスは質的データの順序尺度を用いているため、量的データ

の間隔尺度の客観的財務パフォーマンスと単純に比較することができない点に注意が必要である。

しかしながら、このような留意点はあるものの、両者の差が強く有意であったという事実に対し、

ここでは解釈を試みている。 
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ているということを反映していると考えられる。大企業の場合、第１章で

言及したグローバル・イノベーション・ネットワークを構築しているケー

スが多い(Liu et al., 2013)。このネットワークを構成する企業の大半がグル

ープ内企業であったとすれば、姉妹企業を企業内部と定義するかぎり、中

小企業と比較して内部に存在するより多くの知識・技術プールにアクセス

可能であるということになる。それに対し、中小企業の場合はこのような

知識・技術プールは内部に存在しないため、イノベーションを遂行するに

は外部にその源泉を求めざるを得ないと言える。その結果、中小企業のほ

うが OI の有効性が大きいと解釈できるだろう。 

第３に、この論理は、途上国の OI 有効性が先進国よりも大きいという

結果にも適用することができる。同じ企業規模である途上国企業と先進国

企業があった場合、おそらく多くの場合、内部の知識・技術リソースは先

進国企業のほうが豊富であると考えられる。第１章で技術の定義として、

投入要素とアウトプットを媒介する道具、設備、知識などの総称であると

指摘した(Rosenberg, 1972)。道具、設備においては先進国企業のほうがよ

り先端的なものを導入することができるだろう。また知識においても、教

育水準や人材プールの多さを考慮すると、有能な人材の雇用可能性は先進

国企業のほうが高いと考えられる。したがって、企業内部の知識・技術リ

ソースは先進国企業のほうが豊富であり、その結果として、OI 有効性は

途上国企業のほうが大きいものと解釈できる。 

第４に、労働集約型産業における OI 有効性が知識集約型産業により高

いという事実は、同様に、このような論理によって解釈することができ

る。つまり、労働集約型企業においては、内部における知識・技術プール

が限定されており、結果として外部にイノベーションの源泉を求めたほう

の効果が高いということである。 

以上の考察から明らかなのは、企業内部における知識・技術プールが限

定されているほうが OI の有効性が高くなるということである。したがっ

て、マネジメント上のインプリケーションとしては、OI の有効性は内部

の知識・技術プールの充実度に反比例するものであり、このプールが限定

されている場合は、積極的に外部にイノベーションの源泉を求め、OI に

取り組まなければならないということである。一方、これらのプールが豊

富な先進国の大企業や知識集約型企業の場合、OI のインセンティブはそ

れほど大きくならないのかもしれない。しかしながら、依然としてこれら
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の企業での OI の有効性は有意であることから、より少ないインセンティ

ブのなかでいかにして OI に取り組むのかがこれらの企業のイノベーショ

ン・マネジメントにおいて決定的に重要であると考えられる。 
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第５節 結論 

 本章では、OI 有効性に関する先行研究を体系的にレビューし、メタ分

析により OI の有効性についてさまざまな角度から実証分析を行った。そ

の結果明らかになったのは、OI の有効性は非常にロバストであるという

ことであり、関連文献における結果に関する限り、OI はきわめて有効だ

ということである。もちろん、関連文献における標本選択バイアスの影響

も無視できない。しかしながら、メタ分析の結果は 1%以下の非常に強い

統計的有意性が確認できたことから、一部の研究では OI の有効性に否定

的なものがあるものの、総合的にはその有効性は否定することができない

だろう。 

 また、サブカテゴリー間での OI 有効性の比較分析を通じて、OI の有効

性は内部の知識・技術プールが限定されている企業のほうがより高くなる

傾向が見られた。上述のように、多くの先行研究ではどちらかといえば先

進国(特に欧州諸国)における大企業の OI 活動が分析される傾向にある。

しかしながら、OI が有効なのは、途上国で労働集約型産業に属している

中小企業であり、技術劣位にある企業こそ OI の有効性が最も高くなる可

能性がある。本章から導かれるインプリケーションとは、技術劣位に応じ

て OI により取り組む必要があるということであり、技術優位にある企業

にとっては、そのインセンティブが小さくなるなかで、しかし依然として

OI の有効性は認められるため、そのイノベーション活動においていかに

して OI を取り組むのかが決定的に重要になるということである。 
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第３章 海外 OIの有効性 

第１節 はじめに 

 本章では、第２章の結果を踏まえ、海外 OI の有効性について検討す

る。すでに指摘したように、近年の研究では、OI の実施が高いパフォー

マンスと関連することが報告されている(Schäper et al., 2023; Audretsch and 

Belitski, 2023)。OI により、研究開発活動が地理的近接性という制約から

解放され、広範囲でパートナーを探索することが可能になった。しかしな

がら、OI のグローバルな展開を考察する研究は、Herstad et al.(2010)、Su 

and Lee(2012)、Villarreal and Calvo(2015)、Sekliuckiene et al.(2016)、León et 

al.(2019)、Zahoor et al.(2021)、Fu et al.(2022)、Lopes et al.(2022)、Ferreira et 

al.(2023)を除き、ほとんど存在しない。 

Chesbrough によると、ある研究開発担当者から、「Before open 

innovation, the lab was our world. With open innovation, the world has now 

become our lab(OI 以前、研究室は私たちの世界のすべてだった。OI を経

由する現在、全世界は私たちの研究室となった)」と指摘されたという

(Chesbrough, 2017)。グローバルな範囲で海外の技術や知識を吸収すること

は、OI の実践においてよく見られる現象である。そのため、本章は海外

OI に着目し、海外 OI と技術パフォーマンスとの関係について考察するこ

とを目的とする。ただし、海外 OI が直接的に研究開発成果に影響を及ぼ

すものと単純に想定するのではなく、先行研究、特にシュンペーター仮説

や内生的経済成長論の研究成果を踏まえ、直接的な技術パフォーマンスの

規定要因としては、企業規模、研究開発強度を取り上げる。これらが技術

パフォーマンスにどのように影響しているかを考慮すると同時に、その

際、海外 OI が媒介することで、それらの関係性が強化されるのか否かに

ついて検討する。この媒介分析を通じて、海外 OI の技術パフォーマンス

に対する有効性を定量的に明らかにしようというのが本章の目的である。 

日本では OI を実施している大阪ガス、富士フィルムなどの大手企業に

注目する事例研究が多い一方で(中園, 2015; 尾関, 2016; 尾崎, 2019)、定量

的な手法を用いて OI を分析する実証研究は少ない。なかでも、海外 OI

の有効性に関し、企業規模、研究開発強度の影響を考慮に入れたうえで厳

密に検討した先行研究は、海外の関連文献においても存在しないといって

も過言ではないだろう。本章では、東証に上場する日本化学企業を調査対
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象として、このような枠組みのなかで海外 OI の有効性について検討す

る。 
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第２節 理論的背景 

第１項 グローバリゼーションとイノベーション 

経済地理学はイノベーションの空間的な拘束性を強調し、組織間におけ

る地理的な距離が離れるほど、知識移転の効率が悪くなることを明らかに

してきた(Jaffe et al., 1993; Audretsch and Feldman, 1996)。資源ベース理論や

取引費用理論によると、地理的に離れた場所における知識の探索は、情報

の粘着性や知識の局所性が存在するため、非常に効率が悪くなる(Barney, 

2001)。しかしながら、イノベーションとは新結合であり(Schumpeter, 

1934)、このような探索における地理的制約はイノベーション活動を制約

する可能性がある(Audretsch and Belitski, 2023)。イノベーションの効率的

な遂行には、幅広い探索が決定的に重要である(Wolfe and Gertler, 2004; 

Ascani et al.,2020)。 

Cano-Kollmann et al.(2016)では、海外企業との連携を通して、新しい知

識を獲得している企業について分析されている。さらに、Caputo et 

al.(2021)および Belitski et al.(2023)はデジタル技術の発展により地理的な制

約条件が緩和されつつあり(Bathelt et al., 2004; Boschma, 2005)、知識移転の

コストがグローバルな範囲で低下する可能性が指摘されている。したがっ

て、グローバルな範囲で OI を遂行することの重要性は、デジタル技術の

進展に伴ってますます高まりつつある。 

 

第２項 グローバル・イノベーション・ネットワーク 

第１章でも指摘したように、グローバルに事業展開している企業の多く

は、グローバル・イノベーション・ネットワークを構築しており(Liu et 

al., 2013)、産業クラスターもこのネットワークに組み込まれることで、知

識開発の拠点として新たな役割を果たしている(Ernst, 2009; Turkina et al., 

2016; Li and Bathelt, 2018)。実際、先行研究ではグローバルな研究拠点に

おける探索活動がイノベーションに対して重要であることが明らかになり

(Hannigan et al., 2015; Turkina and Assche, 2018)、海外における知識の獲得

が企業の技術パフォーマンスに正の影響を与えていることが示されている

(Scalera et al., 2018)。日本においても、グローバル・イノベーションの研

究は増加しており、研究開発のグローバリゼーションの重要性が指摘され

ている(林, 2019; 林ほか, 2021; 近藤,2020; 2021; 2023)。 
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 持続的な競争優位を獲得するためには、グローバル・イノベーション・

ネットワークを構築し、海外における知識を獲得することが鍵となるとい

うことを指摘する議論も多く見られる(Bathelt et al., 2004; Boschma and Ter 

Wal, 2007; Lorenzen and Mudambi, 2013; Awate and Mudambi, 2018)。このよ

うな背景から、海外 OI と技術パフォーマンスとの関係について検討する

ことは重要であると考えられる。 
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第３節 仮説 

第１項 研究開発強度と研究成果、および海外 OI 

グローバリゼーションの進展やデジタル技術の普及により、持続的競争

優位を獲得するためには、グローバル・イノベーション・ネットワークを

構築し、海外 OI に積極的に取り組むことが重要である。しかしながら、

海外 OI に関する実証研究はいままでのところ存在していない。それに対

して本章では、海外 OI の有効性に関し、研究開発強度や企業規模と技術

パフォーマンスとの関係に着目し、それらの関係性に及ぼす影響という観

点から実証分析を試みることにしたい。 

研究開発強度を取り上げるのは、当然ながらそれなしではイノベーショ

ンを遂行することができないからである。内生的成長理論では、イノベー

ション関数が規定されており、イノベーションの成果は研究開発投資の関

数として示されている(Romer, 1994; Aghion et al., 1998)。したがって、技

術パフォーマンスを検討する際、研究開発強度は重要な説明変数となる

(Cohen and Levinthal, 1990; Falk, 2012)。 

しかしながら、研究開発強度が研究成果に正の影響を与えるという結論

を導いた研究は少なくないが(Mansfield, 1986; Ahuja and Katila, 2001; 

Vithessonthi and Racela, 2016)、企業レベルの技術パフォーマンスを測定す

ることは決して容易ではない。この点に関し、先行研究では、特許出願件

数が用いられることが多い(Trajtenberg, 1990; Ahuja, 2000; Peeters and Van 

Pottelsberghe de la Potterie,2007; Leung and Sharma, 2021)。先行研究との整

合性を維持するためにも、本章では技術パフォーマンスとして特許出願係

数で測定することにする。 

ただし、本研究の分析対象は海外 OI であるため、企業の出願特許の出

願先地域を考慮する必要がある。この点に関し、先行研究では、企業の出

願特許件数を国内特許出願件数と海外特許出願件数に分けて研究開発強度

との関係が分析されている(Hall and Bagchi-Sen, 2002)。本章もこの方法に

したがって、国内特許出願件数と海外特許出願件数に分けて研究開発強度

との関係を検討する。 

さらに、先行研究では、研究開発のグローバリゼーションが研究開発強

度と研究成果の関係を促進する可能性が指摘されている(Liu et al., 2019)。

つまり、この両者の間を媒介することでその関係性が強化されるというこ

とである。以下ではこのような促進要因をプラスの媒介要因と呼ぶことに
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する。当然ながら、海外 OI がグローバリゼーションと同様、このような

プラスの媒介要因の役割を果たしていることが予想される。本章の基本的

な分析枠組みとは、海外 OI の有効性を媒介要因として評価するというも

のである。つまり、海外 OI が技術パフォーマンスに及ぼす影響とは、先

行研究で着目されてきた企業規模、研究開発強度という規定要因と独立し

たものではなく、これらの関係性に対してどのような影響を及ぼすのかと

いう点で評価しようというのである。というのも、海外 OI を推進する原

動力となるのは、企業規模に起因するイノベーションへのインセンティブ

であったり、研究開発強度であることが考えられるからだ。これらの要因

がなければ、そもそも海外 OI 活動自体は成立しないだろう。 

以上のことから、本研究は以下の仮説を検討していくことにしたい。 

 

H1a:研究開発強度は、国内特許出願件数に正の影響を与える。 

H1b:研究開発強度は、海外特許出願件数に正の影響を与える。 

H2:研究開発強度は、海外 OI に正の影響を与える。 

H3a:海外 OI は、研究開発強度と国内特許出願件数との間のプラスの媒介

要因となる。 

H3b:海外 OI は、研究開発強度と海外特許出願件数との間のプラスの媒介

要因となる。 
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第２項 企業規模と研究成果、および海外 OI 

シュンペーター仮説とは、①企業規模が大きく、②製品市場において独

占力を有している企業ほどイノベーション活動に対するインセンティブの

パフォーマンスが高まるというものであり、過去、さまざまな実証研究が

なされてきたが(体系的なレビューとしては Cohen and Klepper(1996)を参

照)、現在に至るまで明確な結論は出ていない。OI に関する既存研究で

は、企業規模に応じて OI の有効性に違いがあるという結果が指摘された

が(D’Angelo and Baroncelli, 2020)、企業規模が OI の成果に与える影響はい

ままでのところ解明されていない(米山ほか, 2017)。本章ではシュンペー

ター仮説の①の部分、すなわち企業規模と研究成果との関係性について検

討する。 

先行研究では、ある一定以上の企業規模はイノベーション活動を成功さ

せるための必要条件だとされている(Link, 1980)。研究開発の大部分は大

企業が担っており、企業規模と研究成果の間には正の相関があるという報

告も存在する(Shefer and Frenkel, 2005; Wagner and Hansen, 2005)。日本企業

を対象とした研究においても、企業規模がイノベーション活動を成功させ

るための重要な要因であることが確認されている(松本・元橋, 2016)。 

ただし、企業規模に関わらず、積極的に外部と協力することで、企業が

高い研究成果を生み出すことは不可能ではない(Barge-Gil, 2013)。中小企

業は自社の経営資源に限られ、吸収能力が相対的に劣るものの、知識の探

索活動を集中的に行うことにより、大企業よりも高い成果を達成する可能

性も指摘されている(Parida et al., 2012)。つまり、中小企業は OI を通じて

企業規模の限界を越えることも可能なのである(Van de Vrande et al.,2009; 

Van de Vrande et al.,2010; Chesbrough et al., 2016)。 

さらに、第２章のメタ分析の結果では、OI は大企業よりも中小企業の

ほうがより効果的であることが明らかになった。これらのことから、海外

OI は大企業よりも中小企業のほうがより有利になるとも考えられる。一

方、シュンペーター仮説からすれば、これとは逆の結果も予想される。し

たがって、両者の影響を考慮すれば、海外 OI は企業規模とイノベーショ

ンとの関係性を弱くさせる媒介効果があるという仮説を導くことができ

る。つまり、海外 OI が媒介すると、イノベーションにおける企業規模の

ハンディキャップが弱められるということである。 

以上のことから、本章では以下の仮説を検討する。 



 40 

 

H4a:企業規模は、国内特許出願件数に正の影響を与える。 

H4b:企業規模は、海外特許出願件数に正の影響を与える。 

H5:企業規模は、海外 OI に正の影響を与える。 

H6a:海外 OI は、企業規模と国内特許出願件数との(正の)関係を弱める媒

介要因となる。 

H6b:海外 OI は、企業規模と海外特許出願件数との(正の)関係を弱める媒

介要因となる。 
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第４節 方法 

第１項 データ 

本研究では、調査対象として日本の化学産業を設定した。というのも、

第１に、同産業は研究開発やイノベーション活動、特許が企業パフォーマ

ンスに大きく影響を及ぼすものであるということ、第２に、先行研究では

化学産業を研究対象とするものが多く(Deng et al., 2019; Pagliaro and Coccia, 

2021; 赤堀, 2021)、先行研究との比較可能性という点でも望ましいと考え

られるからである。実際、化学産業ではライセンシング、JV などの OI が

活発であり、化学関連企業を対象とした研究が数多く存在している(真保, 

2008; 佐々木, 2019; 岡本, 2022)。そのため、本研究では、東京証券取引所

に上場している化学業企業 184 社を調査対象として選択した 。これらの

企業の海外 OI 活動については、2020 年と 2021 年決算期公開資料である

有価証券報告書の「研究開発」部分の記述から判断し収集した。具体的に

は、海外 OI の活動を示すと考えられる海外での「アライアンス」、「ラ

イセンシング」、「アウトソーシング」、「インキュベーター」、

「CVC」、「大学との共同研究」というワードをもとにコーディングを

行い、これらのワードに該当している場合、海外 OI が実施されているも

のと筆者が判断した（海外 OI＝１）。なお、これらのワードは、該当す

るすべての有価証券を読んだうえで抽出したものである。 

財務情報は、eol の企業情報データベースに収録されている財務データ

を用い、特許出願情報は、J-PlatPat 特許プラットフォームが提供している

データベースから抽出した。研究開発強度に関しては、各社の有価証券報

告書から、2019 年度と 2020 年度の売上高と研究開発費用のデータを入手

した。また、新型コロナウイルス感染症が世界中に蔓延し始めた時期

(2019 年末)の影響をできるかぎり排除するために、本研究は 2019 年度と

2020 年度の研究開発強度の平均値を算出した。 

最終的な分析対象は、184 社の対象のうち、有価証券報告書によって研

究開発強度が算出でき、海外 OI の実施状況を判断できる 160 社とした。

その後、J-PlatPat を用い、調査対象企業が 2019 年度と 2020 年度に国内と

海外に出願した特許件数を収集した。分析に使われる研究開発強度が

2019 年度と 2020 年度の平均値であることに対応し、国内と海外の特許出

願件数も同様の平均値を用いた。 
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第２項 変数 

 本章の実証分析で使用する変数は、研究開発強度、企業規模、国内特許

出願件数、海外特許出願件数、海外 OI である。まず「研究開発強度

(R&D Intensity)」は、先行研究にしたがって、売上高に対する研究開発費

の比率を用いた(永松・渡辺, 2000; OECD, 2002; Franzen et al., 2007; Grimpe 

and Kaiser, 2010; Spithoven and Teirlinck, 2015)。「企業規模(Firm)」の候補

としては、従業員数、売上高、創業年数などがある(Cohen and Klepper, 

1996; 本庄, 2007; 三井, 2009)。本研究では、このなかで従業員数を企業規

模の変数とした。というのも売上は市場支配力やブランド力といった企業

規模以外の要因にも影響を受けるからである。これら研究開発強度、企業

規模については、先行研究にしたがって(Yamaguchi et al., 2021)、データの

分布を正規分布に近似させ、処理しやすくするために自然対数を用いた。 

被説明変数である「国内特許出願件数(Japanese Patents)」と「海外特許

出願件数(International Patents)」は、J-PlatPat 特許プラットフォームにおい

て「出願人/権利者/著者所属」に企業名を入力し、国内特許文献と外国特

許文献を分けて検索して得られた特許出願件数を用いた。「海外

OI(Global Open Innovation)」は、上述のように、有価証券報告書「研究開

発」にもとづきその活動の有無を判断し、企業が海外 OI を実施すれば

1、それ以外に 0 をとるダミー変数とした。これらの変数の説明は表３－

１にまとめている。 

 

表３－１ 変数定義表 

変数名 定義 

研究開発強度 売上高研究開発費用比率の自然対数 

企業規模 企業従業員数の自然対数 

国内特許出願件数 国内出願特許件数 

海外特許出願件数 日本以外の国に出願した特許件数 

海外 OI 海外 OI を実施していれば１、それ以外は０をとるダミー変数 

 

 これらの変数の平均値、標準偏差、最大値、最小値、変数間の相関係数

については表３－２の通りである。 
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表３－２ 記述統計 

 変数 平均値 標準偏

差 

最大

値 

最小

値 

1 2 3 4 5 

1 研究開発強度 -3.71 0.83 -2.15 -7.30 1     

2 企業規模 7.50 1.23 11.20 5.11 0.10* 1    

3 国内特許出願件数 101.63 210.50 1,539 0 0.20** 0.62** 1   

4 海外特許出願件数 42.58 117.18 1,163 0 0.22** 0.56** 0.85** 1  

5 海外 OI 0.23 0.42 1 0 0.03** 0.41** 0.32** 0.35** 1 

**p < .01 、*p < .05. 

 

ただし、以下の実証分析では、上記のデータ(海外 OI を除く)を Z 変換

し(Mean＝1、SD＝0)、標準化したものを用いた。この標準化は、係数値

の相互の比較・解釈を容易にするために行ったものである。 
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第３項 分析方法 

 仮説 1a と仮説 4a を検証するために、国内特許出願件数を被説明変数、

研究開発強度と企業規模を説明変数として、回帰分析を行った。同様に、

仮説 1b と仮説 4b を検証するために、海外特許出願件数を被説明変数、研

究開発強度と企業規模を説明変数として回帰分析を行った。 

 

国内特許出願件数 = 𝛼 + 𝛽1研究開発強度 + 𝛽2企業規模 + 𝜀 (1) 

海外特許出願件数 = 𝛼 + 𝛽1研究開発強度 + 𝛽2企業規模 + 𝜀 (2) 

 

次に、仮説 2 と仮説 5 を検証するために、海外 OI を被説明変数、研究

開発強度と企業規模を説明変数として、回帰分析を行った。海外 OI がダ

ミー変数であるため、統計的一致性を確保するために OLS ではなくプロ

ビット分析を実施した。 

 

海外𝑂𝐼 = 𝛼 + 𝛽1研究開発強度 + 𝛽2企業規模 + 𝜀 (3) 

  

さらに、仮説 3a と仮説 6a を検証するために、国内特許出願件数を被説

明変数、研究開発強度と企業規模を説明変数、海外 OI を媒介変数とし

て、媒介分析を実施した。同様に、仮説 3b と仮説 6b を検証するために、

海外特許出願件数を被説明変数、研究開発強度と企業規模を説明変数、海

外 OI を媒介変数として、媒介分析を行った。本研究は、まず一般化線形

モデル(GLM)を用いて媒介変数に対する独立変数の影響を評価した。ここ

では、二項分布とプロビットリンク関数を使用した。次に、線形モデル

(LM)を使用し、独立変数と媒介変数の両方が従属変数にどのように影響

を与えるかを分析した。その後、mediate 関数を用いて媒介効果を分析

し、この過程では堅牢な標準誤差を計算し、ブートストラップの方法で信

頼区間を推定した。なお、この媒介分析では、R(バージョンは 4.2.1)の

「mediation」packages を利用した。 
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第５節 分析結果 

本節では、仮説の検証結果について報告する。回帰方程式、(1)～(3)の

分析結果は表３－３に示されている。なお、各変数について VIF を確認

し、多重共線性の問題はないことを確認している。この表の(1)、(2)列か

ら、研究開発強度、企業規模ともに国内特許出願件数、海外特許出願件数

に対して正であり、かつ有意な結果であることが明らかであり、仮説

1a、1b、仮説 4a、4b は支持されたことになる。また、(3)列の結果から、

海外 OI の実施に対して、研究開発強度および企業規模がプラスの影響を

及ぼしていることがわかる。この結果は、仮説 2 と仮説 5 と整合的であ

る。 

 

表３－３ 重回帰分析の結果 

説明変数 被説明変数 

 (1) 国内特許出願件数 (2) 海外特許出願件数 (3) 海外 OI 

研究開発強度 
0.15* 

(0.06) 

0.16* 

(0.07) 

0.56** 

(0.17) 

企業規模 
0.60** 

(0.06) 

0.54** 

(0.07) 

0.61** 

(0.13) 

定数項 
0.00 

(0.00) 

0.00 

(0.00) 

-0.97** 

(0.14) 

R2 0.40 0.34 - 

F 値 52.66** 40.25** - 

**p < .01 、*p < .05. 

 

 次に、海外 OI の媒介効果について分析するために媒介分析を行った。

その結果は表３－４に示されている。この表の(a)、(c)行より、研究開発

強度と国内特許出願件数および海外特許出願件数との関係に、海外 OI が

プラスの媒介効果を発揮していることがわかる。その一方、企業規模の国

内特許出願件数および海外特許出願件数との関係については媒介関係が見

られないことが読み取れる。したがって、これらの結果は仮説 6a、6b と

整合的であると言えるだろう。以上の分析結果より、仮説 3a、3b、仮説

6a、6b は支持されていることが判明した。 
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表３－４ 海外オープン・イノベーションの媒介分析結果 

  
直接効果 

[95%信頼区間] 

間接効果 

[95%信頼区間] 

(a) 
研究開発強度 

→国内特許出願件数 

0.13* 

[0.01~0.23] 

0.13** 

[0.03~0.27] 

(b) 
企業規模 

→国内特許出願件数 

0.58** 

[0.33~0.88] 

0.05 

[-0.04~0.16] 

(c) 
研究開発強度 

→海外特許出願件数 

0.14* 

[0.04~0.28] 

0.13* 

[0.03~0.27] 

(d) 
企業規模 

→海外特許出願件数 

0.50** 

[0.23~0.84] 

0.06 

[-0.00~0.15] 

**p < .01 、*p < .05. 
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第６節 考察 

本章の目的は、海外 OI の技術パフォーマンスに対する有効性を定量的

に評価することであった。ただし、この評価を直接的に試みるのではな

く、先行研究でイノベーションの規定要因として取り上げられてきた２つ

の要因、すなわち、研究開発強度、企業規模を重視し、これらと技術パフ

ォーマンスとの関係において、海外 OI がどのような媒介効果を及ぼすの

かという観点から検討を行った。その結果、明らかになったのは主に次の

３点である。すなわち、①研究開発強度、企業規模ともに直接効果として

技術パフォーマンスにプラスの影響を及ぼしている、②海外 OI は企業規

模、研究開発強度にプラスの影響を受けている、③海外 OI は研究開発強

度に関してはプラスの媒介要因となっているのに対し、企業規模について

はその技術パフォーマンスとの関係性を弱める効果を持っていた、という

ことである。 

本章の観点からすると、このなかで②、③が重要である。②について

は、まず、企業規模が大きくなるほど、海外市場に進出する可能性が高く

なるため、海外 OI へのインセンティブが高まることは十分予想されるだ

ろう。また、シュンペーター仮説が示唆するように、大企業はイノベーシ

ョンへのインセンティブが高く、そのことが海外 OI につながる可能性は

高くなるものと考えられる。このようなイノベーションへのインセンティ

ブは典型的には研究開発強度として反映されることになる。その結果、企

業規模、研究開発強度が海外 OI のプラスの規定要因になっているものと

考えられる。 

次に、海外 OI の有効性を示唆する③の結果のなかで研究開発強度に関

しては、当然ながら予想されるものであるだろう。②の結果が示すよう

に、研究開発強度は海外 OI 活動の原動力となるものであり、逆に、海外

でイノベーションの源泉を探索する活動は、研究開発投資の効率性向上に

寄与することになる。というのも、企業内部という限定された領域におけ

る探索だけでなく、より幅広い領域へと探索の範囲を広げることは、イノ

ベーションの確率を上昇させることにつながるからだ。したがって、海外

OI は、研究開発投資の技術パフォーマンスに対する有効性を向上させる

ことに寄与するものと考えられる。 

ここで興味深いのは、むしろ海外 OI の企業規模への媒介効果である。

研究開発強度とは異なり、海外 OI は企業規模の有効性を弱化させる媒介
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効果を持っていることが明らかになったからだ。つまり、企業規模はイノ

ベーションにとって重要な規定要因であるけれども、その企業規模の影響

は海外 OI によって緩和されるということである。この結果は、第２章で

実施したメタ分析の結果とも整合的である。第２章では、大企業、中小企

業ともに OI は企業パフォーマンスに対して有効であることが明らかにな

った。しかし、両者の OI 有効性を比較したところ、中小企業の OI 有効

性のほうが高いことが判明したのである。つまり、OI は中小企業のほう

がより有効であるということである。もちろん、先行研究では海外 OI は

必ずしも対象となっておらず、この結果をそのまま海外 OI に当てはめる

ことには慎重でなければならない。しかしながら、国境を越えるかどうか

の違いはあるにしても、中小企業のほうが OI によって高い成果に結びつ

きやすいという結果は、企業外部にイノベーションの源泉を求めることが

決定的に重要であることを示唆するものである。この点で、日本ではまだ

まだ OI が普及しているとは言えず、特に中小企業が OI を国内で取り組

むことはまだまだハードルが高いように思われる。むしろ、海外の企業や

研究機関のほうが OI に積極的であり、日本の中小企業も海外で OI に取

り組んだほうがパートナーを見つけることも容易であるかもしれない。 

ただし、中小企業の場合、外国人の雇用やグローバルな人事制度の実施

などは大企業と比べてかなり困難であり、この点では遅れているものと考

えられる。その結果、海外活動において言語や文化の違いが依然として障

壁になっている可能性は排除できない。この点では中小企業は大企業と比

較して海外活動でハンディキャップがあるように思われる。先行研究で中

小企業のほうが OI の有効性が高いという結果が得られたのは、分析対象

の多くは欧米企業であり、言語的な障壁が日本企業ほど高くないというの

も影響しているのかもしれない。 

このような影響を勘案すると、仮説 6a、6b で示したように、海外 OI が

企業規模の有効性を逆転させるほどは強くないにしても、少なくとも、企

業規模における優位性を幾分か緩和する作用があるということができるだ

ろう。つまり、大企業のイノベーション上の優位性は依然として存在する

ものの、海外 OI に取り組むことで中小企業はその格差を是正することが

できるということである。 

海外 OI に関するこれらの結果が意味するインプリケーションとして、

主に２点指摘することができる。第１に、大企業にとっては海外 OI に積
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極的に取り組むことで研究開発投資の効率性を向上させていくことができ

るということである。競争の激化や製品ライフサイクルの短命化、破壊的

イノベーションの進展などは、研究開発投資の飛躍的な増加を伴い、研究

開発投資効率の改善は重要な経営課題となっている。少なくともすでにグ

ローバル・イノベーション・ネットワークを展開している大企業にとって

は、海外 OI に取り組むことはそんなにハードルが高いことではない。協

働するパートナーを海外のグループ内企業とするか、グループ外部の企

業・機関とするかの相違であり、すでに国境を越えて研究開発活動をして

いる以上、そこに大きな障壁が存在するわけではないだろう。したがっ

て、これらの大企業が海外 OI に積極的に取り組めば、研究開発効率を大

きく改善していくことが期待できる。 

第２に、中小企業にとっては、海外 OI のハードルはグローバル企業と

比較するとハードルが高いかもしれない。にもかかわらず、海外 OI は企

業規模の有効性を緩和するものであるため、それに積極的に取り組むこと

は、大企業とのイノベーション格差を是正する大きなチャンスになるとも

考えられる。近年のデジタル技術の飛躍的な向上やそれによる DX 化の進

展は、時間、場所、言語、文化の相違を越えた協働を可能にしつつある。

こうした DX 化の流れをうまく活用すれば海外 OI に取り組むための障

壁、コストはかなり減少するものと考えられる。このような環境変化は中

小企業にとってこそ大企業とのイノベーション格差を是正するための大き

なチャンスであり、それに積極的に取り組むことは十分に意味のあること

である。このような中小企業が増えてくれば、将来的には第２章のメタ分

析結果が示すように、海外 OI の有効性が大企業と中小企業で逆転すると

いうことが日本でも生じることになるのかもしれない。 

最後に、本章の研究の限界について指摘しておくことにしたい。第１

に、本研究では化学産業を分析対象としているが、それ以外の産業に属す

る企業については検討していない。そのため、本章の結果が他の業種にお

いてどこまで一般化可能なのかは判断することはできない。この一般化可

能性については、将来的に対象業種・企業を増やした分析を積み重ねるこ

とで対応することにしたい。第２に、本研究は横断データの特性上、研究

開発投資と研究成果の間に生じられる時間差を分析結果に反映できなかっ

た。今後、パネルデータにもとづき、時間差を含めて海外 OI の役割を検

討する必要がある。第３に、本章では企業規模、研究開発強度という規定
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要因のみ取り上げたが、さらに詳しい海外 OI メカニズムを特定するため

には、より詳細なデータ、たとえば組織構造、ガバナンス構造、経営陣の

構成などについても考慮に入れる必要がある。今回の研究では、データの

入手可能性の制約により、このような詳細データを考慮することができな

かった。これについても将来的な課題としたい。第４に、本研究で対象と

したのは海外 OI の媒介効果であり、そのマネジメントの仕組みについて

検討したわけではない。しかしながら、第１章でも指摘したように、OI

のマネジメントについては近年多くの注目を浴びており、この領域におい

ても分析を進める必要がある。この点についても将来の課題としたい。 

このような限界があるものの、本章の研究は第２章のメタ分析と整合的

であり、企業規模において海外 OI は中小企業のほうがより有効性が高い

ことを示唆する結果が得られた。また、企業規模、研究開発投資という規

定要因の媒介変数として海外 OI を位置づけ、分析を試みるのは先行研究

にも見られないものであり、この点において本章の独自の貢献があるもの

と考えられる。 
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第７節 結論 

本研究は、日本における化学企業を調査対象として、海外 OI の技術パ

フォーマンスに対する有効性を検討した。具体的には、先行研究でイノベ

ーションの規定要因として取り上げられてきた２つの要因、すなわち、研

究開発強度、企業規模を取り上げ、これらと技術パフォーマンスとの関係

において、海外 OI がどのような媒介効果を及ぼすのかという観点から検

討を行った。その結果明らかになったのは、海外 OI は研究開発強度に対

してはプラスの媒介効果をもつ一方、企業規模効果を弱める効果をもつと

いうことである。この結果は大企業のみならず中小企業にとっても海外

OI に積極的に取り組むべき理由を説明するものであり、海外 OI はイノベ

ーション活動を促進する作用をもつことが明らかになった。 
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第４章 考察および結論 

第１節 はじめに 

競争が激化しているグローバル環境下では、企業はイノベーション活動

に積極的に従事することが求められる。このイノベーション活動を促進す

る活動の１つとして、外部にイノベーションの源泉を求める OI の重要性

が指摘されている。Chesbrough(2003)によると、過去のクローズド・イノ

ベーション・モデルは崩壊の危機に直面しているという。したがって、イ

ノベーションの源泉を内部に求めるのではなく、積極的に外部のアイデア

や技術を社内に取り入れると同時に、自社の保有する技術を他社と共同し

て開発していく OI が鍵を握るのである(Chesbrough, 2003)。この OI のモ

デルが提唱されて以降、批判的なの声があるにもかかわらず(Trott and 

Hartmann, 2009; Mowery, 2009)、OI は新たなイノベーション・マネジメン

トの手法として広く認識され、数多くの企業に定着している。 

本論文の目的は、OI の成功要因に関して実証的に明らかにすることで

あった。先行研究においては、欧米企業を調査対象として OI のポジティ

ブの側面を強調する事例研究が多い一方で、OI の限界やネガティブな側

面を注目する研究はいまだに少ないのが実情である。特に関連研究の問題

点として指摘できるのが、その大半の研究が欧州諸国で実施されたもので

あり、それ以外の国での OI の効果については、必ずしも明らかになって

いないという点にある。 

したがって、本論文ではまずは先行研究を体系的にレビューし、OI の

成功要因をメタ分析で明らかにすることを試みた。これにより地理的要因

やその他の条件の違いを加味したうえで、OI の有効性を検討することが

できる。このことは OI に関する先行研究における確定事実を明確にする

ことができるという意義がある。 

それに加え、欧米企業と比べて日本企業の場合、過去に OI を実施した

ことがあるが、現在は中止している企業が多いという指摘がある(米山ほ

か, 2017)。そうであるならば、OI の成功率が低い日本企業においてそれ

が成功するためにはどのような要因が鍵となるのかを明らかにすることは

意味のあることだと考えられる。したがって、本研究では、メタ分析で

OI 成功要因の一般的傾向を明らかにしたうえで、日本企業における海外

OI の成功要因について定量的に分析を行った。 



 53 

本章では、第１章に明確にされた海外 OI の概念を再考したうえで、第

２章と第３章によって得られた分析結果を要約し、本研究の貢献および実

践的含意を考察する。最後に、本研究の限界を述べ、今後の課題を示して

いく。 
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第２節 結果の要約 

 OI に関する先行研究の多くは、欧州企業を調査対象としたものであ

り、欧州諸国以外の企業を対象とした文献も存在する一方で、複数の国を

跨ぐグローバルな OI に関する研究はほとんど存在していない。企業のグ

ローバル事業展開とともに、イノベーションがグローバルに展開される事

例が多々見られるため、海外での OI に対する研究が必要となる。 

グローバル市場を狙っている数多くの企業は、自主的にグローバル・イ

ノベーション・ネットワークを構築し、地理的な境界を越えて世界中に分

散しているエンジニアリング、製品開発、研究活動を統合してきた(Ernst, 

2009)。グローバル・イノベーション・ネットワークの連携先の多くは、

海外の姉妹企業のような企業グループ内に対し、OI の連携先は外部の企

業や機関となる(近藤, 2023)。また、グローバル・イノベーション・ネッ

トワークには、企業外部の組織との連携を排除するわけではなく、海外

OI の場合もグローバル・イノベーション・ネットワークに含まれる。そ

のため、先行研究によると、グローバル・イノベーション・ネットワーク

と OI とは親和的な概念になる。本論文では両概念の重複部分に着目し、

それを海外 OI と定義した。 

 一方、先行研究においては、OI の有効性に関しさまざまな見解が存在

している。OI と企業のパフォーマンスを検討した先行研究が多く蓄積さ

れるようになっているが、その大半は OI のポジティブな側面に着目した

研究である。ネガティブな側面から OI と企業のパフォーマンスを検討し

た研究は少ない。したがって、これらの先行研究の結果を体系的に評価す

るために、本研究はメタ分析を通じて OI に関する先行研究の結果を確認

し、OI の有効性を規定する要因について分析した。その結果、次の３点

が明らかになった。 

 

① 全体の傾向として、OI の有効性はポジティブである。 

② 部分的に矛盾が見られた OI タイプ、国、業種、企業規模に関しても、

OI はすべて有効であり、しかも 1%以下の強い有意性が見られた。 

③ このような結果を受けて各変数のサブカテゴリー間の差の検定を行い、

主観的財務パフォーマンス、途上国、労働集約型産業、中小企業におい

てより高い OI 有効性が明らかになった。 
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これらの結果が示唆するのは、OI の有効性は非常にロバストであり、

OI のポジティブな側面のみを強調する先行研究と整合的だということで

ある。つまり、抽出されたすべての状況において OI が有効であることが

判明されたことに加え、途上国における労働集約型産業に属しており、技

術劣位にある中小企業に対して OI が最も有効になる可能性が提示された

のである。 

メタ分析結果を踏まえ、第３章では日本企業による海外 OI の有効性を

分析した。具体的には、先行研究でイノベーションの規定要因として取り

上げられてきた２つの要因、すなわち、研究開発強度、企業規模を重視

し、これらと技術パフォーマンスとの関係において、海外 OI がどのよう

な媒介効果を及ぼすのかという観点から検討を行った。その結果、仮説

1a、1b、仮説 2、仮説 3a、3b、仮説 4a、4b、仮説 5、仮説 6a、6b が支持

された。すなわち、 

 

① 研究開発強度、企業規模ともに直接効果として技術パフォーマンスにプ

ラスの影響を及ぼしている。 

② 企業規模、研究開発強度は、海外 OI 活動にプラスの影響を及ぼしてい

る。 

③ 海外 OI は、研究開発強度に関してはプラスの媒介要因となっているの

に対し、企業規模についてはその技術パフォーマンスとの関係性を弱め

る効果を持っていた。 

 

これらの結果のなかで、興味深いのは海外 OI の企業規模への媒介効果

である。研究開発強度とは異なり、海外 OI は企業規模の有効性を弱化さ

せる媒介効果を持っていることが明らかになった。つまり、企業規模はイ

ノベーションにとって重要な規定要因である一方で、その企業規模の影響

は海外 OI によって緩和されるということである。この結果は、第２章で

実施したメタ分析の結果とも整合的であることが明らかになった。 
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第３節 考察 

第１項 本研究の貢献 

以上で要約した本研究の OI に関する実証研究の貢献は主に次の２つで

ある。 

第１に、先行研究のメタ分析を通じて OI の有効性が確認されたことで

ある。先行研究では、OI と企業のパフォーマンスとの関係に矛盾してい

る結果が報告されている。しかし、本研究のメタ分析の結果から、OI の

有効性について全体的に正の関係にある傾向が確認された。これを踏ま

え、サブカテゴリー間の比較より、OI の有効性がより高い状況は、主観

的財務パフォーマンス、途上国、労働集約型産業、中小企業であることが

明らかになった。 

なかでも途上国、労働集約型産業、中小企業において OI の有効性が際

立つ理由は、これらの条件に該当する企業の技術力に求めることができる

だろう。つまり、途上国、労働集約型産業、中小企業のいずれも、技術力

が低い水準にあるという共通点がある。同じ企業規模である途上国企業と

先進国企業があった場合、おそらく多くの場合、内部の知識・技術リソー

スは先進国企業のほうが豊富であると考えられる。教育水準や人材プール

の多さを考慮すると、有能な人材の雇用可能性は先進国企業のほうが高く

なる。また、労働集約型企業においては、内部における知識・技術プール

が限定されており、結果として外部にイノベーションの源泉を求めたほう

の効果が高くなる。 

さらに、中小企業はおそらく大企業のように豊富な知識・技術プールが

内部に存在していないため、内部に保有するリソースが大企業と比較して

限定されており、イノベーションを遂行するには外部に源泉を求めざるを

得ないと言える。その結果、中小企業のほうが OI を遂行するインセンテ

ィブが高く、有効性が大きいと解釈できる。 

このような解釈からすると、技術劣位にある企業こそが OI の有効性が

最も高いという結論を導くことができる。この結果は先行研究では必ずし

も明確に指摘されてこなかったものであり、本研究の貢献の１つになるも

のと考えられる。 

第２に、海外 OI が企業規模、研究開発強度の媒介変数として、技術パ

フォーマンスに有意に影響を及ぼしていることを明らかにした点である。

先行研究では、OI が何らかの成果指標に直接的に及ぼす影響を評価する
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ことでその有効性が測定されている。それに対し、本研究では、OI の直

接的効果ではなく、むしろその媒介効果を測定した点に独自性を認めるこ

とができるだろう。 

本研究が直接効果ではなく媒介効果に着目したのは、従属変数が特許出

願数で測定された技術パフォーマンスだったからである。特許出願数を高

めるのに海外 OI が何らかのかたちで関連していることは否定し切れない

にしても、企業規模や研究開発強度以上に影響力があるとは到底考えられ

ない。特許出願件数のなかで海外 OI とは全く関係のない特許も相当数存

在するものと考えられるからである。したがって、海外 OI の直接効果を

見るのではなく、企業規模、研究開発強度の媒介変数として海外 OI の影

響を見ることで、海外 OI のより現実的な効果を測定することができるも

のと思われる。たとえば、同じ研究開発強度であったとしても、海外 OI

を推進することで海外からもイノベーションに関する知識・技術を吸収す

ることができ、結果として研究開発効率が高まるということも考えられ

る。媒介分析によりこのような影響を測定することが可能になる。 

媒介分析の結果より、海外 OI は研究開発強度に関しては、技術パフォ

ーマンスとの関係を強める媒介要因となっている一方で、企業規模につい

ては、技術パフォーマンスとの関係性を弱める効果を持っていることが明

らかになった。このことから、海外でイノベーションの源泉を探索する活

動は、研究開発投資の効率性向上に寄与することを示唆している。という

のも、企業内部という限定された領域における探索だけでなく、より幅広

い領域へと探索の範囲を広げることは、イノベーションの確率を上昇させ

ることにつながるからだ。したがって、海外 OI は研究開発投資の技術パ

フォーマンスに対する有効性を向上させることに寄与するものと考えられ

る。 

また、企業規模が大きくなるほど、海外市場に進出する可能性が高くな

るため、海外 OI へのインセンティブが高まることは十分予想されるだろ

う。しかしながら、研究開発強度とは異なり、海外 OI は企業規模の有効

性を弱化させる媒介効果を持っていることが判明した。すなわち、企業規

模が技術パフォーマンスに及ぼす影響は、海外 OI によって緩和されると

いうことである。メタ分析においても、中小企業の OI 有効性が大企業の

OI 有効性と比べ高いことが明らかになった。これらの結果が示唆するの

は、大企業のイノベーション上の優位性は依然として存在するものの、海
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外 OI に取り組むことで中小企業は、その格差を是正することができると

いうことである。 

このような海外 OI の媒介効果の分析は先行研究には見られないもので

あり、これらの分析結果とともに本研究の貢献の１つになるだろう。もち

ろん、技術パフォーマンスが特許出願件数ではなく、その直接的成果、た

とえば、新製品の開発・上市、新事業開発などで測定することができたな

らば、媒介分析は不要であり、海外 OI の直接効果のみを検討すればいい

だろう。しかしながら、先行研究の大半と同様、本研究では特許出願件数

で技術パフォーマンスを測定したため、媒介分析を実施したほうが説得的

であると考えられる。逆に言えば、特許出願件数における OI の直接効果

を検討した先行研究には問題があるということである。 
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第２項 実践的な含意 

 以上のような本研究の結果から導くことのできる実践的含意として、以

下の３点を指摘することができる。 

第１に、大企業にとっては、海外 OI に積極的に取り組むことで研究開

発投資の効率性を向上させていくことができるということである。競争の

激化や製品ライフサイクルの短命化、破壊的イノベーションの進展など

は、研究開発投資の飛躍的な増加を伴い、研究開発投資効率の改善はます

ます重要な経営課題となっている。少なくともすでにグローバル・イノベ

ーション・ネットワークを展開している大企業にとっては、海外 OI に取

り組むことはそんなにハードルが高いことではない。協働するパートナー

を海外のグループ内企業とするか、グループ外部の企業・機関とするかの

相違であり、すでに国境を越えて研究開発活動をしている以上、そこに大

きな障壁が存在するわけではないだろう。したがって、これらの大企業が

海外 OI に積極的に取り組めば、研究開発効率を大きく改善していくこと

が期待できる。 

第２に、中小企業にとっては、海外 OI のハードルはグローバル企業と

比較するとハードルが高いかもしれない。にもかかわらず、海外 OI は企

業規模の有効性を緩和するものであるため、それに積極的に取り組むこと

は、大企業とのイノベーション格差を是正する大きなチャンスになるとも

考えられる。近年のデジタル技術の飛躍的な向上やそれによる DX 化の進

展は、時間、場所、言語、文化の相違を越えた協働を可能にしつつある。

こうした DX 化の流れをうまく活用すれば海外 OI に取り組むための障

壁、コストはかなり減少するものと考えられる。このような環境変化は中

小企業にとってこそ大企業とのイノベーション格差を是正するための大き

なチャンスであり、それに積極的に取り組むことは十分に意味のあること

である。このような中小企業が増加することで、将来的には第２章のメタ

分析結果が示すように、海外 OI の有効性が大企業と中小企業で逆転する

ということが日本でも生じることになるのかもしれない。 

したがって、大企業、中小企業ともに、OI に積極的に取り組むことが

重要であることが本研究の示唆するところである。もちろん、海外 OI に

成功するためには、どのような組織的、制度的、人的要因が求められるの

かについては本研究では検討できていない。しかしながら、少なくとも全

体的方向性として、OI、特に海外 OI に積極的に関与していくことがイノ
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ベーション促進のためには決定的に重要であることは明らかである。なか

でも、海外 OI は、中小企業にとって大企業との研究開発ギャップを縮め

る方法として捉えられるべきであるだろう。 

第３に、大企業、中小企業ともに海外 OI におけるバウンダリー・マネ

ジメントがきわめて重要であるということを指摘することができる。先行

研究では、組織のバウンダリーを超えた資源、活動、プロセスを効果的に

管理していくバウンダリー・マネジメントの重要性を指摘している(Yang 

et al., 2010; Nason et al., 2019)。たとえば、Toma et al.(2018)は、OI が組織

のバウンダリーを超えて意図的に知識をマネジメントする現象だと強調し

ている。競争が激化しグローバル環境下では、企業内部の知識・技術リソ

ースが不足している場合、外部との協力、すなわち、OI がイノベーショ

ンを促進するうえで重要であることが指摘されている(Ritala et al., 2015; 

Bouncken et al., 2020)。そのため、企業のバウンダリーにおける資源や知

識のマネジメントは、競争上の優位性を獲得するための新たなパラダイム

となりつつある(Wagner, 2003; Gonzalez-Benito and Lannelongue, 2014)。 

第１章でも言及したように、Lappalainen et al.(2023)は、OI プロジェク

トマネジメントの対象領域として、知識共有(knowledge sharing)、オープ

ン化(openness)、アクター(actors)、成果(results)を指摘している。マネジメ

ントに分類される。これらのマネジメントはきわめて複雑なものであり、

矛盾する諸力のバランスをとり、不確実性に対処し、補完性を十分に発揮

できるようにしなければならない。Lappalainen et al.(2023)はこのマネジメ

ントについて概念的な整理を行っているにすぎず、実証分析を通じて上記

の主張がなされているわけではない。この点は今後の研究課題となるが、

実践上の含意としてここで指摘することができるのは、このような領域に

配慮したバウンダリー・マネジメントを絶えず心がけ、そのマネジメント

の任に耐え得る人材を育成していくことが重要であるという点である。本

研究では、残念ながら海外 OI マネジメントの詳細を分析対象とすること

はできなかった。この点については今後の研究課題とすることにしたい。 

  



 61 

第４節 研究の限界と今後の課題 

 最後に、本研究における限界および今後の課題について指摘することに

したい。 

本研究の限界として主に指摘できるのは定量分析で使用したデータに関

するものである。まず、第２章では、OI に関するキーワードをもとに関

連文献を可能なかぎり客観的かつ体系的に抽出するように試みた。しかし

ながら、標本選択バイアスの可能性を否定することはできない。というの

も、先行研究で OI の有効性が確認されないものはそもそも出版される可

能性は低いからである。学術論文で査読審査をパスするためには、学術的

に意味のある結果が示されている必要がある。OI に関する実証分析を行

い、その有効性が全く確認できなかった場合、学術的価値の低い研究とし

て審査に通らない可能性がある。このような場合、出版されるのは OI の

有効性が認められた実証分析のみということになり、本研究のメタ分析で

OI の高い有効性を検出したのは当然なことだと考えられる。第２章の分

析結果は、このような標本バイアスの可能性に影響されている可能性に留

意する必要がある。 

第３章で使用したデータは、日本企業のなかでも化学メーカーに限定さ

れており、ここでもデータの限界を指摘することができる。業種が異なれ

ば結果も影響されることは十分考えられることであり、第３章の結果が日

本企業においてどの程度まで一般化可能なのかについて慎重に検討する必

要がある。 

さらに第３章の実証分析では、海外 OI の有効性を特許出願数技術によ

って評価した。当然ながら、OI 有効性の指標として特許出願数技術だけ

では不十分である。もちろん、海外 OI が直接特許出願数に影響を及ぼす

というのは乱暴な議論であり、先行研究でも頻繁に用いられる企業規模や

研究開発強度を特許出願数の直接的な規定要因として検討し、海外 OI は

あくまでもこれらの要因の媒介変数という位置づけで検討を行った。しか

しながら、海外 OI の有効性は特許出願数ではなく、具体的な新製品開発

や技術開発、それらの市場投入などによって測定されるべきである。残念

ながらこれらのデータを収集するのはきわめて困難であり、本研究では大

半の先行研究にしたがい、特許出願件数を技術パフォーマンス指標として

用いた。この点も結果に影響を及ぼしている可能性をここで指摘しておき

たい。 
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また、技術パフォーマンスの規定要因として企業規模、研究開発強度と

いう規定要因のみを取り上げたが、さらに詳しい海外 OI メカニズムを特

定するためには、より詳細なデータ、たとえば組織構造、ガバナンス構

造、経営陣の構成などについても考慮に入れる必要がある。これらに加

え、本研究は横断的データしか使用しておらず、結果として、短期的な効

果しか検討することができていない。これらの点についても本研究の限界

になるだろう。 

したがって、今後の研究の課題としては、これらのデータ上の制約を克

服することを指摘することができる。具体的には OI の失敗事例の収集

や、化学産業以外での日本企業の OI 活動のデータ収集、特許出願数以外

の技術パフォーマンスデータの収集、詳細な海外 OI メカニズムの調査、

パネルデータを用いたより体系的、包括的な実証分析などである。 

本研究は、これらの限界および今後の課題があるにもかかわらず、OI

の有効性に関する定量的分析を試み、メタ分析、日本企業の海外 OI の分

析という点では先行研究と比較しても独自の貢献があるものと考えられ

る。その意味で本研究は、上記の研究を克服し、今後の研究課題に応えて

いくための橋頭堡である。今後、OI の有効性に関するより体系的、包括

的な研究を試み、OI に関する理論的枠組みを構築していきたいと考えて

いる。 
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